経済発展制約する政治改革の停滞――天安門事件２０年の中国
2009年5月16日

清水美和

（東京新聞論説委員）

1、繁栄の陰で深まる亀裂

・大胆な意匠の高層ビルが林立する北京。1本数千元から1万元（1元＝約15円）以上の高価なワインリストが並ぶレストラン。フアッションは日本より高く、中国の友人は、最近は中国の方が値段は高いので服は日本に行ったとき大量に買い込むと苦笑。
・華やいだ雰囲気は天安門広場では一変。高い鉄柵で囲まれ入り口のテントでは金属探知機による荷物検査。不審人物には徹底した所持品検査と尋問。89年6月の天安門事件後でも、広場開放後は、これほど徹底した検問は行われていない。
・4月5日の清明節休日には北京西郊の福田公墓に公安当局の警備車両多数が待機。自転車窃盗の疑いで厳しい取り調べを受けたことを恨み、2007年7月、上海市公安局を襲い警官6人を刺殺して死刑になった楊佳（享年28歳）が葬られ、死刑執行後、最初の清明節に楊の墓に花を捧げ追悼する人々が後を絶たず。
・天安門事件の影を感じない北京の繁栄の一方で、事件当時より当局と民衆の亀裂は、むしろ深まったかに見える。そこに、事件から20年を経た社会の変貌の真実を解き明かすカギがあるのではないか。
２、経済前進に政治改革

・1978年末、鄧小平が始めた改革・開放は、80年代後半に経済改革から政治改革に焦点。計画経済で一部を市場化すれば、政府や国有企業の実権を握る党幹部が特権を利用。安く配給された原材料や商品を市場に横流し、巨万の富を得て「官倒（グァンダオ、官僚ブローカー）」と呼ばれた。
・改革の限界を突破するには、党が政治、経済の一切の権力を握る体制の改革が不可欠。鄧自身「政治体制の改革がなければ経済体制の改革を前進させることはできない」（86年9月、公明党竹入義勝委員長との会見）と断言。政治改革の任は鄧が後継者に選んだ、胡耀邦、趙紫陽の二代の党総書記に。

　
・胡は86年末に起きた民主化を求める学生運動に、対応が軟弱すぎたとして保守派の総攻撃にあい、87年1月、総書記を解任（政治局委員には留任）。開放的な政治姿勢は人気が高かったが、幹部特権に手を付け指導部の世代交代を図ったことが、保守派長老のみならず最大の後ろ盾だった鄧の疑いを招いた。
・趙は政治改革の旗を降ろさず、87年10月の党13回大会では「党と政府の分離」「人民大衆との対話制度確立」という画期的な方針を確立。趙も88年5月、鄧の命を受けて進めた副食品への急速な市場価格導入で激しいインフレや買いだめ騒ぎを招き、厳しく批判され総書記の地位さえ危うくなった。
　・89年4月15日、胡耀邦が政治局会議の席上、心臓発作で倒れ死去したことで改革を願う人々は危機感。「追悼活動」が焦点に。物価高や貧富の差拡大など社会矛盾が激化しており、民衆の不満が胡追悼に名を借りて噴き出す。

3、趙紫陽派が鄧打倒に利用

・胡耀邦の死をきっかっけに始まった学生らの追悼デモは死去直後から４月下旬にかけ次第に膨れあがる。89年4月26日付の党機関紙『人民日報』が鄧小平らの指示でデモを「動乱」と決めつけ「旗幟鮮明に動乱に反対せよ」と主張する社説を掲げたことは火に油を注ぐ。
・５月4日、趙紫陽がデモを「愛国民主化運動」と評価し、いったんは収束に向かうが、満足しない学生らは15日のゴルバチョフ・ソ連書記長訪中に向け13日から「指導者との対話」「人民日報社説の撤回』などを掲げ人民英雄記念碑の周りでハンストに突入。
・ハンスト開始から3日目の5月16日に『人民日報』の記者約300人が身分証明証を掲げ天安門広場のデモに合流。ほかにも「新華社」「中央電視台（テレビ）」など主要マスコミや大学・研究機関の研究者、医療従事者らのデモ隊が次々に到着。
・改革・開放は農村で事実上の家庭経営を公認し、個人営業を許すことから始まった。都市は改革から立ち後れ、知識人の待遇は改善せず。「大学教師より校門の羊肉串焼きを売る個人営業者、外科手術をする医師よりも街頭の理髪業者の収入が高い」。民主化運動を知識人予備軍の学生が先頭を切り、それに大人たちも合流していったのは必然。
・5月17日には天安門広場に一斉に「鄧小平打倒」のスローガン、18日には北京の職場単位のデモ隊が続々と合流し連日の百万人デモ。「党中央の擁護」を叫んでいたデモが最高指導者への攻撃に変わり、首都の労働者たちも同調。
・5月17日に鄧らも出席した党政治局拡大会議が開かれ、北京に戒厳令を出すと決定。趙紫陽は辞職願を提出、後に総書記を解任。これに先立つ16日、ゴルバチョフと会見した趙は党内に「最重要問題については鄧同志の舵取りに任せる」という秘密決議があることを会談冒頭、報道陣の前で暴露。「国家機密」暴露は後に、趙を断罪する党の公式報告で罪状の一つに。
・デモ隊が一斉に「鄧小平打倒」を掲げたのは、最高指導部の抗争で敗北した趙グループが民主化運動の力を借りて巻き返しを図った証左。当時、労働者を組織する全国総工会の秘書長は胡耀邦の下で中央宣伝部長を務め、総工会に移ってからポーランドの労働者組織「連帯」をモデルにした労働運動の創出を目指した朱厚沢。
・5月20日、北京に戒厳令が布告され、24日に党最高指導部で武力制圧にゴーサイン。不利を悟った趙派の労働者、知識人らは広場から撤退。天安門広場で6月3日深夜から4日にかけて行われた正規軍部隊を動員した発砲、鎮圧などによる死者は当局発表でも319人に達し、実際には、それを上回る犠牲者。

4、党と人民の紐帯断ち切る

・天安門事件は中国社会を大きく変えた。「事件まで若者や知識人らは中国と共産党が変わりうると信じていた。しかし、弾圧は理想や希望を打ち砕き残ったのは自らの利益のみを追求する風潮だった」（中国人政治学者）。事件は人民共和国の党・国家と人民をつなぎ止めていた紐帯を断ち切った。
・天安門事件以降、鄧小平は政治改革の「争論」を禁じ、政治改革は党権力に手を付けない行政改革に矮小化。1992年の党14回大会で、前回大会で掲げられた「党政分離」「対話制度確立」が消失し「政府と企業の分離」に。
・鄧自身、80年代に強調した政治体制改革を禁句とし、93年に出版させた「鄧小平文選」第3巻では本来の談話にあった「政治体制を改革しなければ経済体制改革を前進させられない」「党と政府の分離を第一位に置くべきだ」など重要部分を削除。
・天安門事件後の極左勢力巻き返し、ソ連解体（91年）に危機感を強めた鄧は92年1月から2月にかけて広東省など南方を視察し「改革・開放の歩みは、よちよち歩きであってはならない」「冒険精神で取り組め」と経済成長の加速を呼び掛け。
・天安門事件以来、保守派が経済活動の一挙手一投足まで「それは社会主義か、資本主義か」という詰問を強めたことに恐れをなし沈滞していたビジネスは、最高実力者が発した「生産力向上に役立つなら何でも試みよ」という号令に沸き立つ。

・南方視察は、天安門事件直後、保守勢力の要求を受け入れ擁立した江沢民（総書記）・李鵬指導部が改革に消極的なことに、鄧が癇癪を爆発させた。しかし、5年後に死が迫った鄧には、江を上海市長から副首相に引き上げた朱鎔基（98年に首相）に差し替える気力はなかった。
・92年の党14回大会で当時49歳の胡錦濤を江の後継者として最高指導部入りさせることが精一杯。共産主義青年団出身の胡錦濤は胡耀邦が抜擢。天安門事件と同じ89年の3月に起きたチベット自治区のラサ騒乱で、自治区党書記として中央の指示を待たず戒厳体制を敷いた「党性（党員としての本性）」の強さが鄧に評価された。
・学生らが天安門広場に「民主の女神」を立て西側民主主義へのあこがれを隠さなかったのは鄧らに衝撃。鄧は「若者の教育が間違っていた」と臍を噛み、江に命じ愛国主義の教育と宣伝に力を入れる。
・新たな愛国キャンペーンは、天安門事件以前の宣伝が文化大革命による人権蹂躙など党の誤りにも触れていたのに対し、それらを隠蔽し党の「無謬神話」を再建することを目指した。国力充実につれ自尊心を強めた民衆や若者に予想以上の効果を上げ、90年代後半から「西側」の中国への侮辱や批判に激しく反発する「憤青（怒れる青年）」たちを生みだし、大規模な「反米」「反日」さらに「反仏」運動が出現。
・天安門事件以降、党は「現代中国においては愛国主義と社会主義は本質上、一致する」（94年8月、党中央「愛国主義教育実施要綱」）と言い切り、党の指導思想は事実上、マルクス主義から愛国主義に。北京五輪開幕式でも近現代史に触れず古代の4大発明以来の歴史絵巻を繰り広げ「中華文明の復興」をうたいあげた。
5、「社会主義市場経済」の陥穽

・80年代、農村から始まった改革・開放は90年代以降、都市に重点。党に新たな指導的役割。結果として天安門事件で批判された党幹部の既得権を温存。鄧は一党支配に疑問を挟むのを許さなかったが、経済面では党内の保守勢力を抑え資本主義の専売特許と考えられてきた市場経済を中国で拡大することに躊躇せず。
・92年の党14回大会では「社会主義市場経済」を採択。国営企業改革では、企業を株式会社などに改組して法人として資産を支配できる権利を認め、政府は大株主の立場で企業を監督する「所有と経営の分離」を打ち出す。「国営企業」は「国有企業」と呼ばれるようになり、株式市場に上場する国有企業が相次いだ。
・2003年10月に開かれた党第16期中央委第3回全体会議は「社会主義市場経済体制を完善（完全なもの）にする決定」を行い「株式制を公有制の主要な実現形式とする」という新解釈。国有資本は「国家の安全と国民経済の命脈に関わる重要な産業」に集中し、それ以外の産業については「市場競争の中で優勝劣敗」させるとして民営化を推進。
・国有企業は、中央政府である国務院と地方の省・直轄市・自治区の、それぞれに設けられた国有資産監督管理委員会が管轄する防衛、資源、素材や交通など基幹産業の大中型企業に限られる。国が株式の大半を保有し、政府保有株の市場流通を許さない体制に変化なし。党が権力を握る中央、地方政府が国有企業を支配し経営者による企業統治は確立せず。国有企業は、それぞれの産業における独占的地位を約束され高額な利潤を確保。
・それ以外の分野では株式売却などを通じて国有企業の民営化。しかし、従来の国有企業管理者である党幹部が自社株を取得し、オーナーになるマネージメント・バイアウト（MBO）が横行。中国語で「全民所有制企業」、全人民の財産であったはずの国有企業は、従来の管理者であった党幹部がオーナーの民営企業に変わっていった。
・2002年の党17回大会では江沢民の提出した「三つの代表」（党は先進的な生産力、文化、もっとも広範な人民大衆の利益を代表する）が党規約に。目的は入党を禁じてきた私営企業家やハイテク起業家ら、社会の新指導層を「先進的生産力の代表」として入党を促すこと。外国メディアは「階級政党から国民政党を目指す動き」と歓迎。
・その後、確かに企業家党員は増えたが、内訳は新たに入党した私営企業家よりも、国有企業の党幹部が自ら管理する企業を私有化してオーナーになるケースが多く、「三つの代表」論は国有資産の横領を促したとの批判も。
・私営企業経営者の入党を促したことで、結果的に大中型の国有企業を経営する高級党幹部とともに経営者層を代表する有力な利益集団が党内にビルトインされる。富裕層に不利益をもたらす金融引き締めや、所得再分配政策に抵抗する圧力を形成していく。
6、知識人の変貌
・天安門デモに合流した大学研究者や国家機関幹部ら知識人の待遇改善。職場から分配された住宅を市価より、はるかに安い価格で購入することを許され、持ち家が可能に。共稼ぎで複数の住宅を買い取るケースも多く、その住宅を高く転売することもできた。
・記者や研究者、医師ら知識人の給料は国家公務員に準じ大幅に改善され、副業を持つことや研究機関が企業を設立することも奨励。著名な研究者には企業からの原稿料や講演料などで数十万元から百万元以上の収入を誇る人も。天安門事件で怒りの声を挙げた知識人たちは総じて既得権層に組み込まれ、社会の不公正や腐敗に鈍感に。
・改革・開放の初期、改革の重点とされた農村住民と、企業改革に伴い労働条件が低下し「大釜の飯を食う」ことを許されなくなった労働者ら、本来の党の支持基盤は改革の恩恵から取り残される。人口の7割を占める農民は90年代後半から食料生産の過剰や農産物輸入の拡大によって実質的な所得低下に見舞われた。
・中国では農民は農業従事者を意味するものではなく、50年代末にできた独特の戸籍制度によってつくられた一種の社会的身分。いったん、農村（農業）戸籍に生まれると、都市（非農業）戸籍に移る自由はなく、都市住民が享受している住宅分配、進学、就職、社会福祉などから排除。改革によって農地を耕す権利は保障されたが、土地を転売したり、担保にカネを借りたりすることも長く認められなかった。
・農村党幹部は農民に対する専制的な支配権を保ち、地方政府の収入不足を補うため様々な名目で農民に負担を求めた。土地は村の集団所有は建前で、実際には農村党幹部が管理しており地方政府の許認可さえ得られれば、農地を収用することができた。幹部はわずかな補償で農民を追い立て農地を転売し巨万の富。
・農村で食べられなくなった農民たちは「農民工（民工）」として沿海の加工貿易地域に出稼ぎに行き無権利、低賃金の労働力として酷使されたが、都市に定住することは許されず使いものにならなくなると農村に帰された。中国の不動産など投資や、輸出主導による急速な発展を支えたのは実は農民に対する二重の収奪構造。

・全国各地方の大都市には摩天楼が建ち並び、豪華な商城（商業施設）、きらびやかな夜の生活が出現。しかし、郊外に少し車を走らせれば改革・開放以前と変わらない生活を送る農民たちの姿。グローバリズムがもたらした地球レベルの持てる者と持たない者への二極化を中国一国の中に出現させた。
・農民たちは不満を募らせ1990年代後半から、各地で不合理な負担や重税、農村幹部の腐敗、土地収用に反抗する騒乱、デモ、集団陳情などを繰り返す。公安省が認めただけでも、こうした集団事件は2006年に9万件以上。しかし、農村の実態は国内で、ほとんど報道されないこともあって都市住民の多くは無関心。
・09年4月上旬には、北京大学の孫東東教授が雑誌で「陳情者の99％は精神に問題のある偏執者だ。社会秩序を乱すため強制入院が必要」と雑誌で発言し、地方からの抗議デモが何波も北京大学に押し掛ける騒ぎが起きた。天安門事件で民衆の希望を担った北京大学知識人の現状だけでなく、都市と農村の亀裂の深さを示す事件。

7、投資が「社会矛盾を激化」
・2008年、世界を席巻した金融危機で、もっとも深刻な被害を受けたのも1億2500万に達した民工たち。胡錦濤政権は02年の発足以来、極端な格差と農民の不満に危機感を強め、農民対策を政策の「重点中の重点」に掲げ、民工の待遇改善にも取り組んだ。しかし、金融危機の影響を過小評価したため輸出が激減し沿海の加工貿易業は倒産・閉鎖が相次ぎ、民工約2500万人が失業、彼らの去就は最大の治安問題に。
・人口増加や農村から都市への労働力移転で毎年2000万人以上の新規労働力が生まれ、成長率が8％を下回ると雇用問題が深刻化するといわれてきた。03年以来、5年連続で2ケタ成長を続けたが08年は9％に下落、09年の第1・4半期には6％台に成長が減速。国務院（中央政府）は2010年までに4兆元（約60兆円）の投資を行う景気刺激策を決めた。
・これらの景気対策にも疑問符。09年1月、胡耀邦、趙紫陽時代に政治改革を支えた李鋭（元中央組織部常務副部長）、朱厚沢（元中央宣伝部長）、李晋（元新華通信社副社長）ら16人の老幹部は連名で胡錦濤と党政治局常務委員あての意見書を公表。
・彼らは「中央が4兆元の人民元を投入して経済を牽引することに非常に賛成する」（及川淳子氏訳、以下同じ）としながらも「特権と腐敗分子が、この機に乗じて私腹を肥やし、党と人民の関係を破壊し、社会の矛盾を激化させることを非常に懸念している」と危機感を表明。「4兆元に関わる重大な決定と実施の全課程は透明に公開」しなければならず「全てのメディアに向けて（情報を）開放し、メディアが追跡報道するよう指示する」ことを求めている。
・「経済体制が計画から市場に転換した後、政治体制改革の停滞は深刻で、権力が市場に参入して横領や乱用、汚職と腐敗が蔓延し党と人民は莫大な損害を被っている」と警鐘を鳴らし「1986年に成立した中央体制改革領導小組を復活させ、第13回党大会の報告に基づいて」さらに改革を進める目標とプランを提出するよう要求。

・政治改革の停滞は経済成長の果実を、党権力を享受する利益集団に集中させた。農民などの「弱勢群体」は改革・開放以前、基本的に実現していた公費による医療や義務教育も認められず「二等公民」の扱いに甘んじてきた。
・胡政権は彼らを重視する姿勢を示し待遇改善を図っている。しかし、金融危機の影響で成長維持が至上命令になると、民工に対する政策は治安対策の色を強め、新たな投資が実際に彼らの生活改善に使われるかどうか、世論の監督も弱い現状では保証の限りではない。

・中国の新たな成長方式に向けた転換の成否は肥大化した党内利益集団を指導部が、いかなる形で統制できるかにかかっている。その意味で、当時、天安門前に集った人々が叫んだ問い掛けは、いまだに中国の天空にこだましているといえよう。
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